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平成２０年度東京都臨海地域開発事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象   港 湾 局  

 ２  審査の手続 

 この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、臨海地域開発事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

 また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

  ３ 審査の期間   平成２１年６月１日から同年７月２９日まで 

  

第２ 審 査 の 結 果 

  １ 決算諸表について 

 審査に付された決算諸表は、臨海地域開発事業の経営成績及び財政状態を適正に表示している

ものと認められる。 

２ 事業運営について 

  臨海地域開発事業は、東京港港湾区域及びこれに隣接する地域において、埋立地の造成、整備

及び開発を行っている。 

平成２０年度は、埋立地の造成、都市基盤施設の整備等を行うとともに、土地区画整理事業等

に関する工事等に対して開発者として負担を行っている。 

当年度における埋立地の処分状況は、売却等１６件（面積１１３，０２６．４７ｍ２）で、契約

額は、９４４億余円である。収支状況は、総収益１，０９８億余円に対し、総費用７２０億余円

で、差引き３７７億余円の純利益となっている。 

   財政状況は、資産１兆１，６５７億余円、負債１５０億余円及び資本１兆１，５０７億余円と

なっている。 

経営状況は、今年度も純利益を計上しており、経営成績は良好なものの、依然として、企業債

残高が４，１３３億円あるため、引き続き、土地処分へ向けた努力が必要である。 
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第３  経営状況の概要 

 １ 業務実績について 

平成２０年度における埋立地の処分については、「東京港における埋立地の開発に関する要綱」

及び「埋立地開発事業実施計画」に基づき、商業・業務施設等用地その他について、表１のとお

り、処分を行っている。 

処分（計１６件）は、すべて売却等（地上権の設定を含む。面積：１１万３，０２６．４７ｍ２、

契約金額：９４４億余円）であり、前年度（面積：６万１，９２７．９３ｍ２、契約金額：３９０

億余円）と比較して、２件の増加（面積：５万１，０９８．５４ｍ２の増、契約金額：５５４億余

円の増）となっている。一方、長期貸付は、実績がないため、前年度（面積：７，４２４ｍ２、契

約金額：１６億余円）と比較して、１件の減少となっている。 

また、平成２０年度の埋立事業は、表２のとおり、埋立地造成事業、臨海副都心建設事業等を

行っている。 

 

（表１）土地処分実績  

                            （単位：千円） 

平成２０年度 平成１９年度 増（△）減 
処分区分 

件数 面積(㎡) 処分収益 件数 面積(㎡) 処分収益 件数 面積(㎡) 処分収益 

埋立地 

処分収益 
6 12,321.49 3,110,832 9 19,358.73 3,981,945 △3 △ 7,037.24 △  871,113

臨海副都心 

用地処分収益 
10 100,704.98 91,363,857 6 49,993.20 36,736,057  4 50,711.78 54,627,799

長期貸付 0 0 0 1 7,424.00  1,686,732 △1 △ 7,424.00 △1,686,732
 

売却等 16 113,026.47 94,474,689 14 61,927.93 39,031,270 2 51,098.54 55,443,419

合  計 16 113,026.47 94,474,689 15 69,351.93 40,718,003 1 43,674.54 53,756,686

（注） 

売却等には、地上権の設定（平成２０年度実績：１件（面積：746.87㎡、契約金額：4,118万余円））を含む。 

 

（表２）埋立事業実績    

                                                      （単位：千円） 

事 業 名 内       容 金  額 

埋立地造成事業 １０号地その１東側水域埋立造成等 5,127,051

環境整備事業 夢の島緑道公園 27,642

埋立改良事業 道路、橋りょう、公園の改修等 1,370,726

臨海副都心建設事業 基盤整備、開発者負担金等 4,804,897

臨海副都心改良事業 埋設物移設等 84,116

合   計 11,414,432
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２ 経営成績について 

平成２０年度における経営成績は、表３（詳細は、別表１比較損益計算書）のとおり、総収益

１，０９８億余円、総費用７２０億余円であり、差引き３７７億余円の純利益となっている。 

 

 (表３)経 営 成 績 比 較 表 

                          (単位：千円、％) 
 

平成２０年度 平成１９年度       増    (△)    減  

区         分 
金   額 (Ａ) 金   額 (Ｂ) 金 額 (C=A-B) 率(C/B×100)

  総   収   益 109,816,712  78,990,629 30,826,083 39.0

 営 業 収 益 103,741,883   49,871,420 53,870,463 108.0

 営業外収益 6,074,828   5,688,240 386,588 6.8 

 特 別 利 益 0 23,430,968 △23,430,968 △100

総   費   用 72,092,008 42,878,431 29,213,576 68.1

 

 営 業 費 用 64,396,576   34,531,035 29,865,540 86.5

 営業外費用 7,695,431   8,124,925 △429,494 △5.3 

 特 別 損 失 0 222,470 △222,470 △100

    純  利  益 37,724,703 36,112,197 1,612,506 4.5
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（１）収益について 

収益は、表４のとおり、総収益１，０９８億余円であり、前年度（７８９億余円）と比較し

て３０８億余円（３９．０％）増加している。 

営業収益は、１,０３７億余円であり、前年度（４９８億余円）と比較して、５３８億余円(１

０８．０％)増加している。これは主に、埋立地処分収益が１０億余円減少したものの、臨海副

都心用地処分収益が５４６億余円増加したことによるものである。 

営業外収益は、６０億余円であり、前年度（５６億余円）と比較して、３億余円（６．８％）

増加している。これは主に、受取利息が３億余円増加したことによるものである。 

 

(表４)収 益 比 較 表 

                             （単位：千円、％） 

平成２０年度 平成１９年度 増     (△)     減 

区      分 金 額 (Ａ) 金 額 (Ｂ) 金額 (C=A-B) 率 (C/B

×100) 

営業収益 103,741,883 49,871,420 53,870,463 108.0

埋立地処分収益 3,110,832 4,196,007 △1,085,175 △25.9

臨海副都心用地処分収益 91,363,857 36,736,057 54,627,799 148.7

埋立地賃貸料収益 3,821,659 3,801,797 19,862 0.5
  

臨海副都心用地賃貸料収益 5,445,533 5,137,557 307,976 6.0

営業外収益 6,074,828 5,688,240 386,588 6.8

受取利息 1,781,903 1,411,138 370,765 26.3

預金利息 1,151,418 912,775 238,642 26.1
  
有価証券利息 630,484 498,362 132,122 26.5

雑収益 4,292,925 4,277,102 15,823 0.4

土地貸付料 3,398,370 3,406,841 △8,471 △0.2

海上公園利用料 110,783 102,812 7,971 7.8

有料公園・施設利用料 21,817 21,354 462 2.2

共同溝収益 485,676 475,439 10,236 2.2

  

  

その他 276,277 270,654 5,623 2.1

特 別 利 益 0 23,430,968 △23,430,968 △100

 その他特別収益 0 23,430,968 △23,430,968 △100

総  収  益 109,816,712 78,990,629 30,826,083 39.0
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（２）費用について 
費用は、表５のとおり、総費用７２０億余円であり、前年度（４２８億余円）と比較して、

２９２億余円（６８．１％）増加している。 
営業費用は、６４３億余円であり、前年度（３４５億余円）と比較して、２９８億余円（８

６．５％）増加している。これは主に、臨海副都心用地処分原価が３０２億余円増加したこと

によるものである。 

営業外費用は、７６億余円であり、前年度（８１億余円）と比較して、４億余円（５．３％）

減少している。これは、支払利息及企業債取扱諸費が４億余円減少したことによるものである。 

 なお、給与費及び職員数等は、表６のとおりとなっている。 

    

（表５）費 用 比 較  表 

                            （単位：千円、％）   

平成２０年度 平成１９年度 増   (△)   減 

区      分 金  額  (Ａ) 金  額  (Ｂ) 金額 

(C=A-B) 

率(C/B×

100) 

 営 業 費 用 64,396,576 34,531,035 29,865,540 86.5

 埋 立 地 処 分 原 価 1,444,004 1,982,891 △538,886 △27.2

 臨海副都心用地処分原価 60,816,112 30,537,724 30,278,388 99.2

 一般管理費 2,109,168 1,978,488 130,680 6.6

 減価償却費 27,242 27,910 △668 △2.4

 

 資産減耗費 48 4,021 △3,972 △98.8

 営 業 外 費 用 7,695,431 8,124,925 △429,494 △5.3

支払利息及企業債取扱諸費 7,302,309 7,743,368 △441,058 △5.7

企業債利息 7,295,600 7,725,712 △430,112 △5.6
 
企業債手数料及取扱費 6,709 17,656 △10,946 △62.0

 雑支出 393,121 381,557 11,564 3.0

消費税雑支出 327,720 380,566 △52,845 △13.9

 

 
その他雑支出 65,401 991 64,410 － 

特 別 損 失 0 222,470 △222,470 △100

  埋立地処分損 0 222,470 △222,470 △100

総  費  用 72,092,008 42,878,431 29,213,576 68.1
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（表６）給  与  費  明  細  表  

                         （単位：千円） 
 

     平成２０年度 平成１９年度      増    (△)    減 
区    分 

損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 

 給     料 281,250 141,739 422,990 274,033 149,593 423,626 7,217 △7,853 △636

 手     当 250,085 134,442 384,528 234,901 137,337 372,239 15,183 △2,894 12,288

 法定福利費 88,253 43,698 131,952 88,174  46,756 134,930 79 △3,057 △2,978

    計 619,589 319,881 939,470 597,109 333,687 930,796 22,480 △13,806 8,674

 職 員 数   67 人   31 人  98 人   68 人   33 人  101 人  △1 人 △2人  △3人

 平均年齢          43 歳 11 月          41 歳 10 月            2 歳 1 月 

 職員１人当 

 たり給与費 
         8,156 千円          7,834 千円            322 千円 

      (注1) 職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

     (注2) 職員１人当たり給与費は、(給料＋手当)÷月当たり平均職員数である。 

 

以上の結果を事業の収益性を示す経営比率で見ると、表７のとおりである。 

 

 (表７)経 営 比 率 表 
 

年    度 

項    目 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度   算       式 

経営資本営業利益率(％) 3.6 △  2.8   2.7   2.5 6.6 
営 業 利 益 

  経 営 資 本 

営業収益営業利益率(％) 37.2 △ 32.7  29.8  30.8 37.9 
  営 業 利 益 

  営 業 収 益 

経営資本回転率(回) 0.10 0.09 0.09 0.08 0.17 
営 業 収 益 

経 営 資 本 

 

総費用対総収益比率(％) 83.2 144.9 97.8 54.3 65.6 
   総費用 

   総収益 

 

 

 (注)  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 
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３ 財政状態について 

 （１）資本的収支について 

 資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表８のとおりである。 

当年度における資本的収入は、６億余円であり、前年度（５億余円）と比較して、１億余円

（２２．７％）増加している。これは、雑収入が１億余円増加したことによるものである。 

 資本的支出は、１，２５６億余円であり、前年度（１，０４４億余円）と比較して、２１１

億余円（２０．３％）増加している。これは主に、企業債費が２１４億余円増加したことによ

るものである。 

 
（表８）資本的収支比較表       

（単位：千円、％）

 増  (△)  減 

金     額 増減率 区分 
平成２０年度金額

(Ａ) 

平成１９年度金額

(Ｂ) 
(C＝A－B) (C/B×100)

雑収入 683,880 557,346 126,534 22.7
資
本
的
収
入 計 683,880 557,346 126,534 22.7

埋立事業費 11,844,018 12,135,951 △291,933 △2.4

投資 72,750,000 72,735,488 14,511 0.0

企業債費 41,030,777 19,584,082 21,446,695 109.5

資
本
的
支
出 

計 125,624,795 104,455,522 21,169,272 20.3

資本的収支 △124,940,915 △103,898,176 △21,042,738 △20.3
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資金収支の状況は、表９のとおり、差引額は１，２６１億余円の財源不足となっており、こ

れを損益勘定留保資金等で補てんした結果、全体として２５８億余円の資金不足となっている。 

 なお、当年度末における資金残高は、表１０のとおりである。 

 
（表９）資 金 収 支 表  

                                (単位：千円) 

          支 出         収 入 

      項 目    金     額      項 目 金    額 

 資 本 的 支 出 （A） 125,624,795 資 本 的 収 入（B） 683,880

 

 翌年度への繰越工事資金（C) 1,733,431 前年度繰越工事資金（D） 555,709

        計（E＝A＋C） 127,358,226 計（F＝B＋D） 1,239,589

  資本的収支資金不足額 

     （G＝F－E） 126,118,637

  当年度純利益 

 損益勘定留保資金 

 （減価償却費・資産減耗費） 

 （埋立地処分原価） 

 （臨海副都心用地処分原価） 

 （消費税雑支出） 

 消費税収支調整額 

37,724,703

62,566,252

27,290

1,444,004

60,816,112

278,844

15,479

       計（H） 100,306,435

 収益的収支資金剰余額(I＝H) 100,306,435  

 当年度資金不足額(J=G-I) 25,812,201

 

     合      計   （E） 127,358,226 合   計 （F＋H＋Ｊ） 127,358,226

 

（表１０）年度末資金残高表 

                (単位：千円) 

 

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

流動資産（Ａ） 156,174,012 130,071,162 184,205,840 127,522,046 104,787,924

流動負債（Ｂ） 11,775,101 11,674,149 10,239,394 11,668,266 13,568,624

 

年度末資金残高 

(Ａ－Ｂ) 
144,398,910 118,397,012 173,966,446 115,853,780 91,219,300
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（２）資産及び負債・資本について 

 当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

 資産総額は、１兆１，６５７億余円であり、前年度（１兆１，６６６億余円）と比較して、

８億余円（０．１％）減少している。これは、固定資産が７２７億余円（４１．７％）増加し

たものの、埋立地造成が５０９億余円（５．９％）、流動資産が２２７億余円（１７．８％）

それぞれ減少したことによるものである。 

固定資産の増加は、投資が７２７億余円増加したことなどによるものである。これは主に、

長期定期預金の増加（７００億円）など投資有価証券が７８７億余円増加したことによるもの

である。 

流動資産の減少は主に、現金預金が２２４億余円減少したことなどによるものである。 

また、埋立地造成の減少は、土地の売却などで未成埋立地が５０６億余円減少したことなどに

よるものである。 

負債総額は１５０億余円であり、前年度（１３１億余円）と比較して、１９億余円（１４．

５％）増加している。これは、流動負債が１９億余円（１６．３％）増加したことによるもの

である。 

流動負債の増加は主に、未払金が２億余円（３．２％）減少したものの、その他流動負債が

２１億余円（４０．５％）増加したことなどによるものである。 

 また、資本総額は１兆１，５０７億余円であり、前年度（１兆１，５３５億余円）と比較し

て２７億余円（０．２％）減少している。これは、資本金が４０６億余円（３．８％）減少し

たものの、剰余金が３７８億余円（４０．６％）増加したことによるものである。 

資本金の減少は、企業債を償還したことにより借入資本金が４０６億余円減少したことによる

ものである。 

剰余金の増加は主に、土地売却収入などにより、利益剰余金が３７７億余円増加したことに

よるものである。 
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次に、当年度における有利子負債及び支払利息等の状況は、表１１のとおりであり、有利子

負債については、企業債を４０６億余円償還したことから、当年度末現在４，１３３億円の残

高となっている。なお、今後の企業債償還予定は、表１２のとおりである。 

    以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１３のとおりである。 

 
 （表１１）有利子負債及び支払利息等の状況   

                （単位：千円） 

平  成 ２０ 年  度 
区    分 

平成２０年度 
末残高（Ａ） 

増 加 減 少 

平成１９年度 
末残高（Ｂ） 

増（△）減 
（Ａ)－(Ｂ） 

 

企 業 債  413,300,000 0 40,600,000  453,900,000 △  40,600,000
有 
利 
子 
負 
債 計  413,300,000 0 40,600,000  453,900,000 △  40,600,000

区    分 平成２０年度支払額 (Ｃ) 平成１９年度支払額(Ｄ) 増(△)減(Ｃ)－(Ｄ)

企業債利息及 
企業債取扱諸費 7,733,065 8,302,300 △  569,235

 

支 
払 
利 
息 
等 計 7,733,065 8,302,300 △  569,235

 

（表１２）今後の企業債償還予定               

     （単位：千円） 

年    度 償 還 額 年    度 償 還 額 

平成２１年度 106,200,000 平成２４年度 2,500,000 

平成２２年度 137,200,000 平成２５年度 3,800,000 

平成２３年度 10,200,000 平成２６年度 153,400,000 

合     計 413,300,000 
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（表１３）財 務 比 率 表           

                                (単位：％) 

項      目 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 算    式 

流 動 比 率 1,326.3 1,114.2 1,799.0 1,092.9 772.3 
流動資産 

流動負債 

自己資本構成比率      48.6 53.6 56.6 60.0 63.3 
自己資本 

総 資 本 

 

固定長期適合率      89.1 89.6 85.0 90.0 92.1 

固定資産 

長期資本 

 

   (注1) 固定長期適合率における固定資産は、固定資産＋埋立地造成による。 
  (注2) 自己資本＝自己資本金＋剰余金 
  (注3) 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債 

 

４ 建設改良事業について 

埋立事業は、東京港第７次改訂港湾計画及び臨海副都心まちづくり推進計画に基づき、埋立

地の造成、整備及び開発を実施している。本事業計画区域の埋立地については、有明北地区、

豊洲・晴海地区及び１０号地その１東側水域を除いてほぼ完了している。 
平成２０年度の埋立事業は、表１４のとおり、予算額２１７億余円に対し、執行額１１８億

余円であり、執行率５４．４％となっている。主な事業の執行状況は次のとおりである。 

埋立地造成事業は、１０号地その１東側水域の埋立造成などを実施している。 

臨海副都心建設事業は、有明北地区の基盤整備などを実施するとともに、土地区画整理事業

等に関する工事等に対して開発者として負担を行っている。 

なお、翌年度繰越額の主なものは、臨海副都心建設事業における８億余円、埋立改良費その

他による７億余円である。不用額の主なものは、臨海副都心建設事業において生じた工事遅延

分等４３億余円である。 

 

    (表１４) 建設改良事業執行状況  

               （単位：千円、％） 

区  分 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率

埋立地造成事業  6,854,149   5,127,051    95,656 1,631,441  74.8

臨海副都心建設事業 10,034,590  4,804,897    879,610  4,350,082  47.9

環境整備事業その他   4,886,189   1,912,069      758,165   2,215,954  39.1

 

合  計 21,774,928  11,844,018    1,733,431  8,197,478  54.4

 

 



（別表1）　比　較　損　益　計　算　書

平成２０年度 平成１９年度

科　　　　　　　　目 金　　額 金　　額 金　　額 増減率

(Ａ) (Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

営　　業　　収　　益 103,741,883,333 49,871,420,089 53,870,463,244 108.0

3,110,832,357 4,196,007,696 △ 1,085,175,339 △ 25.9

91,363,857,160 36,736,057,375 54,627,799,785 148.7

3,821,659,836 3,801,797,400 19,862,436 0.5

5,445,533,980 5,137,557,618 307,976,362 6.0

営　　業　　費　　用 64,396,576,712 34,531,035,914 29,865,540,798 86.5

1,444,004,699 1,982,891,206 △ 538,886,507 △ 27.2

60,816,112,396 30,537,724,197 30,278,388,199 99.2

2,109,168,633 1,978,488,468 130,680,165 6.6

27,242,384 27,910,747 △ 668,363 △ 2.4

48,600 4,021,296 △ 3,972,696 △ 98.8

39,345,306,621 15,340,384,175 24,004,922,446 156.5

6,074,828,960 5,688,240,288 386,588,672 6.8

1,781,903,435 1,411,138,153 370,765,282 26.3

4,292,925,525 4,277,102,135 15,823,390 0.4

7,695,431,711 8,124,925,742 △ 429,494,031 △ 5.3

7,302,309,918 7,743,368,437 △ 441,058,519 △ 5.7

393,121,793 381,557,305 11,564,488 3.0

37,724,703,870 12,903,698,721 24,821,005,149 192.4

0 23,430,968,809 △ 23,430,968,809 △ 100

0 23,430,968,809 △ 23,430,968,809 △ 100

0 222,470,220 △ 222,470,220 △ 100

0 222,470,220 △ 222,470,220 △ 100

37,724,703,870 36,112,197,310 1,612,506,560 4.5

0 △ 22,634,360,029 22,634,360,029 △ 100

37,724,703,870 13,477,837,281 24,246,866,589 179.9当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

埋 立 地 処 分 損

受 取 利 息

特　別　損　失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
　（ △ 前年度繰越欠損金 ）

当　年　度　純　利　益

雑 支 出

雑 収 益

特　別　利　益

埋 立 地 賃 貸 料 収 益

臨海副都心用地賃貸料 収益

資 産 減 耗 費

営　業　利　益

埋 立 地 処 分 原 価

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 原 価

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

増（△）減

　  　　（単位：円、％）

埋 立 地 処 分 収 益

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 収 益

営　業　外　収　益

そ の 他 特 別 利 益

営　業　外　費　用

支払利息及企業債取扱 諸費

経　常　利　益

-１２-



（別表２）　比　較　貸　借　対　照　表

　  　　

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額  増減率

(Ａ) (Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100）

固     定      資     産 247,118,512,574 21.2 174,354,558,909 14.9 72,763,953,665 41.7

有   形   固   定   資   産 526,041,430 0.0 508,943,552 0.0 17,097,878 3.4

建 物 651,505,133 0.1 628,837,711 0.1 22,667,422 3.6

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 246,127,989 △ 0.0 △ 232,741,700 △ 0.0 △ 13,386,289 5.8

構 築 物 132,944,233 0.0 132,944,233 0.0 0 0

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 105,686,922 △ 0.0 △ 104,015,746 △ 0.0 △ 1,671,176 1.6

機 械 及 装 置 164,390,207 0.0 149,912,980 0.0 14,477,227 9.7

機械及装置減価償却累計額 △ 140,623,455 △ 0.0 △ 138,124,007 △ 0.0 △ 2,499,448 1.8

車 両 運 搬 具 13,790,000 0.0 13,790,000 0.0 0 0

車両運搬具減価償却累計額 △ 13,100,500 △ 0.0 △ 13,100,500 △ 0.0 0 0

船 舶 757,875,863 0.1 757,875,863 0.1 0 0

船 舶 減 価 償 却 累 計 額 △ 719,641,542 △ 0.1 △ 719,641,542 △ 0.1 0 0

工 具 器 具 及 備 品 251,703,622 0.0 252,325,702 0.0 △ 622,080 △ 0.2

工具器具及備品減価償却累計額 △ 220,987,220 △ 0.0 △ 219,119,442 △ 0.0 △ 1,867,778 0.9

無　形　固  定  資  産 17,956,347 0.0 21,100,560 0.0 △ 3,144,213 △ 14.9

電 話 加 入 権 1,434,288 0.0 1,434,288 0.0 0 0

そ の 他 無 形 固 定 資 産 16,522,059 0.0 19,666,272 0.0 △ 3,144,213 △ 16.0

投                  資 246,574,514,797 21.2 173,824,514,797 14.9 72,750,000,000 41.9

投 資 有 価 証 券 241,525,177,289 20.7 162,775,177,289 14.0 78,750,000,000 48.4

長 期 貸 付 金 5,000,000,000 0.4 5,000,000,000 0.4 0 0

そ の 他 投 資 0 0 6,000,000,000 0.5 △ 6,000,000,000 △ 100.0

差 入 保 証 金 49,337,508 0.0 49,337,508 0.0 0 0

埋   立   地   造   成 813,878,884,253 69.8 864,803,339,539 74.1 △ 50,924,455,286 △ 5.9

完   成   埋   立   地 490,450,879,913 42.1 490,736,056,899 42.1 △ 285,176,986 △ 0.1

323,428,004,340 27.7 374,067,282,640 32.1 △ 50,639,278,300 △ 13.5

港湾計画埋立地区事業費 117,905,680,661 10.1 112,316,440,509 9.6 5,589,240,152 5.0

臨 海 副 都 心 地 区 事 業 費 238,946,782,626 20.5 294,596,006,898 25.3 △ 55,649,224,272 △ 18.9

埋 立 関 連 費 1,569,350,813 0.1 1,556,785,340 0.1 12,565,473 0.8

雑 収 入 △ 34,993,809,760 △ 3.0 △ 34,401,950,107 △ 2.9 △ 591,859,653 1.7

流     動      資      産 104,787,924,716 9.0 127,522,046,195 10.9 △ 22,734,121,479 △ 17.8

現     金     預     金 102,873,659,577 8.8 125,362,623,513 10.7 △ 22,488,963,936 △ 17.9

預 金 102,873,659,577 8.8 125,362,623,513 10.7 △ 22,488,963,936 △ 17.9

未　　　　収　　　　金 1,463,270,036 0.1 1,111,301,591 0.1 351,968,445 31.7

営 業 未 収 金 53,382,388 0.0 54,399,738 0.0 △ 1,017,350 △ 1.9

営 業 外 未 収 金 667,546,668 0.1 283,226,295 0.0 384,320,373 135.7

そ の 他 未 収 金 742,340,980 0.1 773,675,558 0.1 △ 31,334,578 △ 4.1

貯　　　　蔵　　　　品 1,815,103 0.0 1,816,091 0.0 △ 988 △ 0.1

前　　　　払　  　　金 447,500,000 0.0 1,044,625,000 0.1 △ 597,125,000 △ 57.2

そ の 他  流  動  資  産 1,680,000 0.0 1,680,000 0.0 0 0

1,165,785,321,543   100 1,166,679,944,643   100 △ 894,623,100 △ 0.1資      産      合       計

未   成   埋   立   地

　　　　　（単位：円、％）

    平 成２０ 年 度     平 成 １９ 年 度 　　増（△）減

科　　　　　　　　　　目
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　　　　　　（単位：円、％）

　  　　

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額  増減率

(Ａ) (Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

固     定     負     債 1,478,144,663 0.1 1,478,144,663 0.1 0 0

1,478,144,663 0.1 1,478,144,663 0.1 0 0

1,458,144,663 0.1 1,458,144,663 0.1 0 0

20,000,000 0.0 20,000,000 0.0 0 0

流   　動　 　負　  　債 13,568,624,439 1.2 11,668,266,166 1.0 1,900,358,273 16.3

 未       払        金 6,165,023,242 0.5 6,365,938,459 0.5 △ 200,915,217 △ 3.2

営 業 未 払 金 429,601,230 0.0 269,685,034 0.0 159,916,196 59.3

営 業 外 未 払 金 0 0 25,500 0.0 △ 25,500 △ 100

埋 立 造 成 未 払 金 5,722,115,495 0.5 6,066,410,397 0.5 △ 344,294,902 △ 5.7

そ の 他 未 払 金 13,306,517 0.0 29,817,528 0.0 △ 16,511,011 △ 55.4

前　 　　 受         金 110,796,570 0.0 112,217,457 0.0 △ 1,420,887 △ 1.3

営 業 外 前 受 金 110,796,570 0.0 110,796,570 0.0 0 0

そ の 他 前 受 金 0 0 1,420,887 0.0 △ 1,420,887 △ 100.0

7,292,804,627 0.6 5,190,110,250 0.4 2,102,694,377 40.5

預 り 金 7,292,804,627 0.6 5,190,110,250 0.4 2,102,694,377 40.5

15,046,769,102 1.3 13,146,410,829 1.1 1,900,358,273 14.5

資　　　　本　　　　金 1,019,759,103,795 87.5 1,060,359,103,795 90.9 △ 40,600,000,000 △ 3.8

自 　己　 資 　本 　金 606,459,103,795 52.0 606,459,103,795 52.0 0 0

借   入   資   本   金 413,300,000,000 35.5 453,900,000,000 38.9 △ 40,600,000,000 △ 8.9

企 業 債 413,300,000,000 35.5 453,900,000,000 38.9 △ 40,600,000,000 △ 8.9

剰　　　　余　　 　　金 130,979,448,646 11.2 93,174,430,019 8.0 37,805,018,627 40.6

資　 本 　剰 　余　 金 52,905,907,495 4.5 52,825,592,738 4.5 80,314,757 0.2

受 贈 財 産 評 価 額 50,281,564,971 4.3 50,281,564,971 4.3 0 0

開 発 者 負 担 金 2,249,362,540 0.2 2,169,047,783 0.2 80,314,757 3.7

そ の 他 資 本 剰 余 金 374,979,984 0.0 374,979,984 0.0 0 0

利　 益 　剰　 余 　金 78,073,541,151 6.7 40,348,837,281 3.5 37,724,703,870 93.5

減 債 積 立 金 40,348,837,281 3.5 26,871,000,000 2.3 13,477,837,281 50.2

当 年 度未処分利益剰余金
（△当年度未処理欠損金）

37,724,703,870 3.2 13,477,837,281 1.2 24,246,866,589 179.9

1,150,738,552,441 98.7 1,153,533,533,814 98.9 △ 2,794,981,373 △ 0.2

1,165,785,321,543   100 1,166,679,944,643   100 △ 894,623,100 △ 0.1

そ の 他 固 定 負 債

　負　　債　　合　　計

　資　　本　　合 　　計

　負　債　・　資　本　合　計

　　増（△）減    平 成 ２０ 年 度     平 成 １９ 年 度 

科　　　　　　　　　目

そ　の　他　流　動　負　債

そ の 他  固  定  負　債

預 り 保 証 金
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